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広島県情報公開・個人情報保護審査会（諮問（情）第485号） 

 
第１ 審査会の結論 

広島県知事（以下「実施機関」という。）が，本件異議申立ての対象となった行政文

書を特定した上で，当該行政文書を部分開示とした決定は，妥当である。 
 
第２ 異議申立てに至る経過 

１ 開示の請求 

異議申立人は，平成20年７月17日，広島県情報公開条例（平成13年広島県条例第

５号。以下「条例」という。）第６条の規定により，実施機関に対し，「平成20年６月

３日並びに同月11日に行われた○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○と漁港漁

場整備室長他との協議の場において，漁港漁場整備室長他が記録した両各日のメモ（以

下「本件メモ」という。）及び両会議録等の文書一切」の開示を請求（以下「本件請求」

という。）した。 
 

２ 本件請求に対する決定 

実施機関は，本件請求に対し，「五日市漁港フィッシャリーナ供用開始に係る要望に

ついて（協議録）」及び「五日市漁港フィッシャリーナ供用開始にかかる第２回協議に

ついて」を本件請求の対象となる行政文書（以下「本件対象文書」又は「本件協議録」

という。）として特定の上，条例第 10 条第２号（個人情報）に該当する情報が含まれ

ることを理由に，行政文書部分開示決定（以下「本件処分」という。）を行い，平成20

年８月１日付けで異議申立人に通知した。   

 
３ 異議申立て 

異議申立人は，平成 20 年８月 18 日，本件処分を不服として，行政不服審査法（昭

和37年法律第160号）第６条の規定により，実施機関に対し異議申立てを行った。 
 
第３ 異議申立人の主張要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

本件処分については，本件対象文書に加えて，本件メモの開示を求める。 
 
２ 異議申立ての理由 

異議申立人が，異議申立書で主張している異議申立ての理由は，次のとおりである。 
本件請求において，開示を求めたのは，「メモ及び両会議録等の文書一切」（※メモ 

とは会議当日に，出席者の目前で担当者らが記録した，会議当日の真実を具現するた

めに求めた行政文書たるメモ）であるが，本件処分で開示決定されたのは，「協議録及 

び第２回協議について」という整理された行政内部報告文書であり，本件メモが開示

されないのは，違法・不当である。 
 

第４ 実施機関の説明要旨 
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実施機関が理由説明書等で説明している内容を総合すると，本件メモを開示対象文

書に含めず，本件対象文書のみを部分開示した理由については，おおむね次のとおり

である。 
１ 条例が対象とする行政文書 

条例では，第２条第２項において，行政文書の定義を次の２点のいずれにも該当す

るものと定めている。 
（1） 実施機関の職員が職務上作成した文書であること 

（2） 実施機関の職員が組織的に用いるものとして，当該実施機関が保有している文書

（組織的共用文書）であること 
また，「広島県情報公開条例の解釈運用基準（以下「運用基準」という。）」におい

て，組織的共用文書は次の２点のいずれも満たすものとされている。 
(1)  一定の事務処理手続に付された時点以後のもの  

(2)  実施機関において保管又は保存されているもの 

 

２ 条例に鑑みる本件メモの位置づけ 

(1)  職務上の作成文書該当性 

本件メモは，平成 20年６月３日及び 11日の協議の場において，漁港漁場整備室

長他が協議の要点等を記録したものであることから，このメモは実施機関の職員が

職務上作成した文書に該当する。 

(2)  一定の事務処理手続に付された時点以後のものではないメモは，協議後における

実施機関関係者への説明及び記録保存のための協議録の作成等を目的として個人的

に記録した，いわば備忘録ともいえるものであることから，起案，供覧及び内部検

討等の事務手続に付されておらず，一定の事務処理手続に付された時点以後のもの

に該当しない。 

(3)  実施機関において保管又は保存されていないメモは広島県文書等管理規則第２条

第１号の文書等に該当するが，保存年限が１年未満であることから，既に廃棄され

ており保管等はされていない。 

(4)  その他 

本件メモは，協議録の供覧及び配布時においてこれに添付していないことからも，

組織的共用文書に該当しない。 

なお，本件メモについての不存在決定を行っていないのは，本件協議録のみの部

分開示決定でもって，本件メモが不存在であることは，明らかなためである。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本事案の争点について 

  本件処分に係る争点は，本件メモは組織的共用文書に該当せず廃棄済みであるとし

て実施機関が開示しなかったことが妥当であったか否かである。 

 

２ 本件処分の妥当性について 

条例第２条第２項は，行政文書について「実施機関の職員（・・・）が職務上作成
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し，又は取得した文書，図画，写真及び電磁的記録（・・・）であって，当該実施機

関の職員が組織的に用いるものとして，当該実施機関が保有しているもの」と定義し

ている。 

他方，条例については，実施機関が前記第４の１において引用している「広島県情

報公開条例の解釈運用基準」が作成されている。そして，この運用基準は，広島県行

政手続条例（平成７年広島県条例第１号）において，行政庁が定めるものとされてい

る「申請により求められた許認可等をするかどうかをその条例等の定めに従って判断

するために必要とされる基準」（「審査基準」）に当たることから，この運用基準に基

づき，以下検討する。 

当審査会において，運用基準のうち，本件メモが条例第２条第２項に規定された「行

政文書」に該当するか否かを判断するに当たって関係する部分を確認したところ，「職

員が自己の職務の執行の便宜のために所持する正式文書の写しや職員の個人的な検討

段階にあるメモ，資料，下書き原稿など」は，内部検討に付された場合や起案文書に

添付された場合を除き同条同項の「組織的に用いるもの（組織的共用文書）」に該当し

ないものとされていることが認められた。 

そこで，本件メモについて検討すると，正式な協議録を完成させた後，短期間のう 

ちに廃棄されており，当該協議録の作成に係る起案文書等に添付される，あるいは，

その後の内部検討に付されるといったような特殊事情も見受けられない以上，あくま

で当該協議録を完成させるための下書き原稿としての性格を有していたに過ぎなかっ

たことが推測できることから，組織的共用文書には該当しないものと判断する。 

以上のことから，本件メモは行政文書に該当しないため，本件協議録のみを対象文 

書として特定した上で部分開示とした実施機関の決定は妥当であると認められる。 

 

３ 結論 

よって，当審査会は，「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 
 
第６ 審査会の処理経過 

当審査会の処理経過は，別記のとおりである。 
 



 - 4 -

別 記 
 

審 査 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処 理 内 容 

21．６．12 ・諮問を受けた。 

22．２．４ ・実施機関に理由説明書の提出を要求した。 

22．２．９ ・実施機関から理由説明書を収受した。 

22．２．16 
・異議申立人に理由説明書の写しを送付した。 

・異議申立人に意見書の提出を要求した。 

23．１. 14 

(平成22年度第９回) 
・諮問の審議を行った。 

23．２. 24 

(平成22年度第10回) 
・諮問の審議を行った。 
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